
様式第１号（第７条関係） 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容 介護予防福祉用具購入費の支給 

根 拠 法 令 

及 び 条 項 
介護保険法第５６条第１項 

審
査
基
準 

■ 有（第４条第１項に該当する場合を含む。） 

□ 無（根拠：第４条第２項第 号に該当） 

公表 ■ する □ しない（公表しない場合の根拠：第７条第４項第 号に該当） 

【内容】（※審査基準を公表する場合のみ記載すること。） 

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生 

労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の 

種目（ 平成１１年３月３１日付 厚生省告示第９４号） 

 

※別紙のとおり 

審 査 基 準 

設定年月日 
平成１２年４月１日 

審 査 基 準

最終変更年月日 
平成１８年４月１日 

標準処理期間 

■ 有(第６条において準用する第４条第１項に該当する場合を含む。) 

  期間（請求のあった日の翌日から起算して９０日以内） 

□ 無(根拠：第６条において準用する第４条第２項第 号に該当) 

標準処理期間

設定年月日 
平成１２年４月１日 

標準処理期間

最終変更年月日 
年  月  日 

所管部署 健康福祉部 長寿支援課 

備考   

注 許認可等をするかどうかの判断基準が法令又は条例等において具体的に規定し尽

くされているため審査基準を設定する必要がない場合は、その旨及び当該法令の定め

を審査基準の内容欄に記載すること。 



【別紙】 

○厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働 

大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目 

(平成十一年三月三十一日) 

(厚生省告示第九十四号) 

介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第四十四条第一項の規定に基づき、厚生 

大臣が定める居宅介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目を次のよ 

うに定め、平成十二年四月一日から適用する。 

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労 

働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目 

(平一二厚告四八〇・平一八厚労告一四七・改称) 

１ 腰掛便座 

次のいずれかに該当するものに限る。 

一 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの 

二 洋式便器の上に置いて高さを補うもの 

三 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有して 

るもの 

四 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器(居室において利用可能であるも 

のに限る。) 

２ 自動排泄せつ処理装置の交換可能部品 

３ 入浴補助用具 

座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補助を目的とする用具であっ 

て次のいずれかに該当するものに限る。 

一 入浴用椅子 

二 浴槽用手すり 

三 浴槽内椅子 

四 入浴台 

浴槽の縁にかけて利用する台であって、浴槽への出入りのためのもの 

五 浴室内すのこ 

六 浴槽内すのこ 

七 入浴用介助ベルト 

４ 簡易浴槽 

空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、取水又は排水のため 

に工事を伴わないもの 

５ 移動用リフトのつり具の部分 


